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1960年度の 4991万人から 2009年度には 1億 2479
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上水道 簡易水道 合計 上水道 簡易水道 合計 上水道 簡易水道 合計
2005年 10,482 1,098 11,580 885 348 1,233 3,541 582 4,123 
2006年 9,933 1,063 10,996 823 337 1,160 3,315 566 3,881 
2007年 9,657 893 10,550 758 316 1,074 3,091 471 3,562 
2008年 9,799 765 10,564 711 297 1,008 3,044 406 3,450 






































































































































































































































































































































































































































先行研究 価格 所得 その他
Wong［1972］ －0.28～－0.81 0.19～1.03 気温 0.40～1.26
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1）水道法第 1章「総則」第 2節「業務」第 15条第 2項を参
照。
2）高寄［2003］を参照。
3）『水道年鑑』を参照。数値は上水道事業と簡易水道事業と専
用水道事業の合計による。
4）『水道年鑑』を参照。数値は上水道事業と簡易水道事業の合
計による。
5）有収水量とは，料金徴収の対象となった水量のことを指す。
6）鷲津［2000］は，その時々の生活環境を象徴するような何
らかの外生変数が水需要に影響を与えていることを指摘し
ている。
7）厚生労働省健康局［2008］『水道ビジョン』を参照。
8）厚生労働省第 1回水道ビジョンフォローアップ検討会
［2007］『水道を取り巻く状況及び水道の現状と将来の見通
し：水道への投資額の推移（平成 17年価格）』を参照。
9）鷲津［2000］では，家計調査年報の支出データと横浜市水
道局が公表している上水使用量のデータに基づいて推計を
おこなっている。推計結果からは，1980年～1981年におこ
なった水道料金の値上げ後は価格の上昇にもかかわらず水
使用量が急上昇していることを指摘している。その後も水
道料金は上昇していったにもかかわらず，水使用量は 1998
年ごろでは 1980年と比べて約 1.4倍の使用量で推移してい
ることがわかっている。
10）髙井［2007］では，水源環境税の制度を設計するといった
観点から，水使用量に応じて課税する方式（すなわち，単
純に水道使用料金に上乗せして課税する方式）に代えて，
水使用量と連動する応益的な課税標準を求める過程で，水
74
